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淡水域の保全、その政策を支える生物多様性評価の現状と課題
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Abstract: A research project assessing the state of freshwater biodiversity in East and Southeast Asia was conducted from 2011–
2015 to underpin the biodiversity conservation policy of the Convention on Biological Diversity. We constructed a database 
on the distribution of aquatic organisms and their environments, selected priority sites for conservation, and determined the 
anthropogenic drivers of biodiversity loss in the freshwaters of Japan. This special issue shows a portion of our findings. For 
lakes, more than two-thirds of selected priority sites were located in areas that were already protected; however, our assessment 
revealed that the species richness of both freshwater fishes and aquatic plants decreased markedly after 2001 compared with 
previous years. The total area of protected rivers and ponds was far beyond that proposed by the Aichi target. There were large 
gaps between selected sites and protected areas with rivers and wetlands. The major drivers of biodiversity loss were exotic 
piscivorous fishes and eutrophication in lakes and ponds, and habitat fragmentation in rivers. We found that the distribution data 
of indicator species were insufficient for proper assessment, and were particularly lacking in static waters (lakes, ponds, and 
wetlands) for the past 10–20 years.
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はじめに

　アジア地域と我が国の生物多様性の保全政策を下支え
する科学を進展させるために、2011～ 2015年環境省環
境研究総合推進費にて、戦略研究開発プロジェクト「ア
ジア規模での生物多様性観測・評価・予測に関する総合
研究」（矢原徹一代表）が実施された。その中には淡水
域を対象としたサブテーマ「陸水生態系における生物多
様性損失の定量的評価に関する研究」（高村典子代表）
も設けられた。淡水生態系は、生物がその生命を維持す
るのになくてはならない水を主要な媒体とするため、人
間による過度の改変により、今や地球上で最も劣化した

生態系であると認識されている（Millennium Ecosystem 
Assessment 2005）。そのため、人類が今後もその生態系
から多くの恩恵を受け続けていくためには、保全と利用
のバランスをいかにとるかを最も真剣に考えるべき生態
系でもある。我々のサブテーマでは、河川、湖沼、湿地、
ため池等の淡水域を対象として、全国あるいは地域スケ
ールでの生物多様性の評価、生物多様性への直接的な圧
力を減少させるための駆動因解析、そして優先的に保全
すべき場所の選択や現在の保護区とのギャップ分析など
の研究を実施した。本特集号の論文は、特に日本を対象
とした研究成果の一部を集めたものである。ここではそ
の前置きとして、淡水域の生物分布の特徴や淡水生態系
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の恩恵と劣化の現状を概観し、生物多様性条約の政策を
支える淡水域の生物多様性評価の現状と課題を述べる。

淡水生物種の分布の特徴

　淡水域は地球上の表面積の 0.8％を占めるにすぎない
（Dudgeon et al. 2006）。しかし、この小面積に極めて多
くの数の生物種が生活している。例えば、淡水の動物種
は約 126,000種が記載されているが、これは地球上の全
記載動物種数の 9.5％、全脊椎動物種の 35％に相当する
（Balian et al. 2008）。また、これまでに記載された 32,500
種の魚類の 43％が淡水域で見られる種である（Nelson 
2006）。いわゆる古代湖では固有種も多く、タンガニカ
湖では 240魚種の 216種、マラウィ湖では 545魚種のう
ちの 523種、ビクトリア湖では 288魚種のうちの 263種
が固有種とされる（Pitcher and Hart 1995）。このように
淡水域は生物の種多様性が極めて高く、固有種が卓越す
るという特徴を有する系である。
　淡水生態系の生物種の分布は、地質学的な成因だけで
なく地理学的な特性や地形にも大きく依存する。例えば、
河川争奪などを契機に地理的に小規模なスケールで生物
種の分布が異なる場合もある。湖沼などの止水域は陸で
切り離された「島」のような特徴を有し、年月が経つと
限られた小空間で独自の種分化が進む。河川も連続性が
あるとはいえ、流域ごとに源流から下流へと一方向のヒ
エラルキー的な配置をしているため、生き物もそうした
ネットワークの特徴に依存した分散をする（Benda et al. 
2004）。甲殻類（十脚目）、貝類、水生昆虫などの水生生
物種は、こうした環境に適応して移動や分散する能力が
低いという特徴があり、たとえ地理的な距離が近くとも
異なる流域間での行き来は制限される。特に、河川の源
流域はすべての水生生物種にとっては孤立性が高いハビ
タットである（Gomi et al. 2002）。さらに、河川生物の
分布は、滝、川の勾配、合流パターンなど、その河川に
特徴的な地形にも左右される。このように、淡水域では
たとえ同じ地域内であっても湖盆間や流域間で β 多様
性が高く、これが地域の種多様性に貢献している。淡水
生態系の生物種のこうした特徴は、それらが気候変動や
人為的なインパクトに極めて脆弱であることを意味して
いるだろう。

淡水生態系の恩恵と生態系への圧力

　一方で、湖沼、河川そして湿地などの淡水域は、地球

上の様々な生態系の中でも、主として水の供給、水の制
御、洪水などの調整、水の浄化などの生態系機能を通し
て、単位面積当たりに換算すると人々への恩恵（生態系
サービス）が最も高いと価値づけされる生態系である
（Costanza et al. 1997）。
　生物多様性は、この生態系サービスの基盤となる生態
系機能を駆動させる主体であり、地球上の物質循環を駆
動する生物地球化学エンジンと考えることができる
（Naeem et al. 2012）。生物多様性と生態系機能の関係に
ついては、これまで 20年に及ぶ 600以上の室内・野外
実験による研究成果が総括され（Cardinale et al. 2012）、
概ね、1）生物多様性の損失は、生産、分解、栄養塩循
環などの生態系機能のすべての効率を下げる、2）生物
多様性は、時間が経過することで生態系機能を安定化さ
せる、3）生物多様性の生態系機能への効果は飽和型を
示す、そのため、生物多様性の損失の生態系機能への影
響は、初めは小さいが後に加速されて現れる、4）多様
性が高い群集ほど生産性が高い、などが示されている。
さらに、気候変動などの影響と考えられる「異常気象」
に対する生態系の応答についても、種多様性の高いほう
が群集はより安定で抵抗性があるとする研究がある
（Isbell et al. 2015）。従って、生物多様性の損失は、生態
系機能の劣化を通して、生態系サービスの低下を引き起
こすと考えることができる。
　淡水域の幾つかの生態系サービスの中でも、安定した
良質の水の供給は、安全や衛生面の向上や洪水等の災害
防止とともに、社会経済の成長期には特に重要視された。
しかし、水は地球上で偏在するという特質をもつため、
不足しても過多になっても社会に深刻な悪影響をもたら
す。そのため、淡水環境は、ダムの建設、河川の直線化、
堤防・護岸、流域を跨いだ移送水路や導水の建設など、
水の制御や利用のために人為的に大きく改変されてきた
（Meybeck 2003）。
　浅い湖沼や湿地では、食料増産のため一部が干拓され、
また農地へ転換するための排水溝が敷設された。流域の
末端に位置する湖沼では、流域での森林伐採や都市化な
どの人間活動に伴い、流域が本来持っていた水の浄化機
能が失われ、逆に汚染物質や生活排水・畜産排水・肥料
などに起因する窒素・リンなどの栄養分の流入が増加し、
富栄養化が進行した。一旦、富栄養化した湖沼は、負荷
を削減した後もその生態系の特質により、水質の回復が
難しい（高村 2009）。ため池や水田などの農業生態系で
は、現代的な洪水吐けや取水施設を備えたコンクリート
の堤体への改変や圃場整備などが行われる一方で、農業
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の担い手の高齢化や衰退と相まって、二次的自然への人
の働きかけが著しく縮小した。さらに、淡水域全般に侵
略的外来種の侵入や、希少となった生物種や有用種の過
剰利用などが加わり、淡水生態系は複数の外的な圧力を
大きく受け、その健全性は著しく損なわれている
（Millennium Ecosystem Assessment 2005）。特に、地球規
模での河川システムの改変は、生物多様性だけでなく、
逆に人間の生命や健康に関わる社会への水の供給の安全
をも著しく脅かすレベルに達している（Vörösmarty et al. 
2010）。さらに今後、気候変動に起因する淡水域への直
接的ならびに水利用等の変化による圧力の増加などの間
接的な影響の増大が危惧されている。人類が生態系の恩
恵を持続的に享受していくためには、回復が見込めない
不可逆的な生態系の劣化を食い止める必要がある。中で
も、淡水生態系の利用と保全・保護のバランスをいかに
舵取りしていくかは 21世紀の大きな課題のひとつとな
っている。

淡水域の生物多様性評価の現状

　淡水域の生物多様性の著しい劣化は Living Planet 
Index（McLellan et al. 2014）を指標として顕著に示され
ている。これは、科学者と公的機関により過去 40年以
上にわたりモニタリングされてきた脊椎動物 3,038種以
上、10,380個体群を対象として、1970年の状態を基点
として各個体群の個体数の変動傾向を示したものであ
る。最新（1970～ 2010年）の評価でも、前回の評価（1970
～ 2006年）と同様に、淡水域での個体群の減少率は、
陸域と海域での減少率 39％に比べ、76％と高かった。
ただし、本評価の情報は脊椎動物のみを対象としたもの
であり、調査努力についてもヨーロッパと北米の調査地
点が圧倒的に多いという偏りがあることに注意が必要で
ある。日本でも、純淡水魚種の 63.4％にあたる 59種（環
境省 2013）、角野（2014）に記載された水生維管束植物
の 40.1％にあたる 108種（環境省 2012a）、また淡水に
大きく依存する両生類では 55.3％にあたる 42種（環境
省 2012b）が絶滅の恐れがある野生生物として環境省第
4次レッドリストに掲載されている。こうしたデータか
ら、我が国の淡水域でも生物多様性の損失が深刻である
ことが窺える。
　大陸レベルあるいは国レベルの保全政策の実施には、
広域的なスケールでの生物多様性評価が有効である。
1996/98年の評価から継続的に進められている国際自然
保護連合（IUCN）の絶滅リスク評価では、魚類、トン

ボ類、貝類など淡水域の生物を対象とした評価も増えて
きた（The IUCN Red Listのウェブページ http://www.
iucnredlist.org/initiatives/freshwater、2016年 7月 15日確
認）。しかし、2014年に Natureに掲載された‘Life 
under threat’（Monastersky 2014）では、両生類はほぼ網
羅されたものの、淡水脊椎動物の多くを占める淡水魚類
については、まだ未評価の状態である。そのため淡水域
の生物についての評価を加速し、それらのデータをもっ
と保全戦略に入れ込み、陸域との繋がりを重視し陸域と
一体化した保全を進展させることが、地球規模で望まれ
ている（Heilpern 2015）。最近になって IUCNの評価プ
ロセスの進捗と連動するように淡水種の広域評価も公表
されるようになってきた。例えば、Collen et al.（2014）は、
哺乳類、爬虫類、両生類、魚類、カニ類、ザリガニ類の
計 7083淡水種について地球規模での生物多様性の地図
化を試みたが、彼らが採用した空間スケールでは 6つの
分類グループの間で評価結果が一致しないことを示して
いる。Markovic et al.（2014）は、ヨーロッパ全域を対
象に計 1648の淡水種を用い、気候変動による生物多様
性への影響について、生物の分散能力の有無を仮定した
シナリオでの将来予測や保護区との適合性評価を試みて
いる。この研究では、淡水域の生物分布の特徴やそれら
の管理を行う単位として最適と言える流域を単位とした
広域評価がなされている点が優れている。2050年には
普通種ではその 6％が、希少種では 77％が現在の分布範
囲の 90％以上で生息地を失うことや、希少種の割合が
高いことに加え移動分散力が低い軟体動物がより脆弱で
あることが示されている。
　このような精度の高い予測研究がヨーロッパで可能で
あるのは、それを下支えする情報整備が進んでいるため
である（Schimidt-Kloiber and Hering 2015）。一方で、最
近は個別の生物種の分布情報が十分でなくとも、固有種
や生息分布域の狭い生物はおのずと絶滅リスクが高いた
め、そのような生物分布特性をとりいれた優先保護区の
選定や現有の保護区とのギャップ分析などがなされてい
る（Pimm et al. 2014；Jenkins et al. 2015）。しかし、日本
を含めアジア地域の淡水種の分布の情報は、生物多様性
の現状評価や将来予測をするには、極めて不十分な状況
であり、保護や保全の政策展開に向けての科学とそれを
支える情報整備体制の構築が早急に必要とされている。

生物多様性条約とそれを支える科学

　生物多様性条約の締約国は、生物多様性戦略計画
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2011～ 2020（愛知目標）（生物多様性条約事務局、
https://www.cbd.int/sp/targets/、2016年 2月 1日確認）の
実現に向けての責務を負う。愛知目標では、次のように
特に淡水域に言及した条文もある。目標 6「2020年まで
に水生生物資源の持続可能な管理が実現される。」、目標
11「2020年までに少なくとも内陸水域の 17％が適切に
保全・管理される。」、そして目標 14「2020年までに、
水に関連するサービス等、不可欠なサービスを提供し、
人々の福利に貢献する生態系が回復され保護される。」
である。こうした目標の実現には政策支援の科学が不可
欠である。愛知目標の決議を受けて策定されたわが国の
生物多様性国家戦略 2012～ 2020（環境省 2012c）にお
いても 5つの基本戦略のひとつとして「科学的基盤の強
化」が書き込まれた。
　また、2012年 4月には生物多様性と生態系サービス
のための科学と政策の間のインターフェース強化のため
に IPBES（Intergovernmental science-policy Platform on 
Biodiversity and Ecosystem Services）が設立された。
IPBESが持つ 4つの主機能、すなわち 1）政策立案者が
必要とする科学的知見を提供し、そのために新しい知識
の生成を促進する、2）必要とされる地球規模、地域規模、
テーマ別、または国レベルの科学的評価を進める、3）
評価の結果がより効果的に適用されるために、政策支援
ツールや手法の開発と利用を促進する、4）科学と政策
の間のインターフェースを強化するために優先的に能力
開発を進める、これらは、まさに現代の国際社会が保全
生態学者に強く求めている役割と読むことができる。
IPBESは、2015年 8月現在で 124カ国の参加を得て、
2014～ 2018年に実施する作業計画のスケジュールにそ
って、約 1000人の専門家が 19のグループに分かれて作
業を進めている。日本からも 35名の専門家が参加して
いる。
　こうした動きと連動して、わが国とアジア地域の生物
多様性の保全政策を下支えする科学を進展させるため
に、冒頭で述べた研究プロジェクトが実施された。我々
の研究プロセスで明らかになったことのひとつに、淡水
域の生物多様性評価のために必要とされる生物分布デー
タの不足がある（Nishihiro et al. 2014）。湖沼では環境庁
第 4回自然環境保全基礎調査（1991年度）以降、また、
湿地環境については第 5回自然環境保全基礎調査（1995
年度）以降の全国的な調査が実施されていない。現在実
施されているわが国の淡水域の公的な生物モニタリング
としては、全国の一級河川とダム湖を対象として 1990
年から開始された国土交通省「河川水辺の国勢調査」と

全国の湖沼・湿地を対象として 2009年から開始された
環境省「モニタリングサイト 1000陸水域調査（湖沼・
湿原）」がある。ただし、後者については予算上の制約
から対象湖沼と湿地の数が、合計しても 10箇所以下と
極めて少数に限られている。
　研究プロジェクトではこうした状況を踏まえて、湖沼・
湿地においては生物多様性を指標するのに適切な生物分
類群として、湖沼では純淡水魚と水生植物を、湿地では
湿生植物を選定し、散逸している文献や標本情報を集め、
それらの分布情報をデータベース化する作業を行い、生
物多様性評価と優先保護区の選定を試みた（山ノ内ほか 
2016；鈴木ほか 2016）。その結果、湖沼では 2000年以
前と 2001年以降を比較して純淡水魚では平均約 28％の
種が、水生植物では平均約 57％の種が消失しているこ
とが示された（Matsuzaki et al. 2016；Nishihiro et al. 2014
に収録したデータより算出）。消失の主たる駆動因は魚
では魚食性外来魚の種数（Matsuzaki et al. 2016）、水生
植物では富栄養化やソウギョの導入（環境省 2016b）で
あった。また、農林水産省「漁業・養殖業生産統計年報」
と「漁業センサス」を活用して過去 50年におよぶ湖沼
の水生生物資源量の変化を解析し、近年の資源量低下の
現状を示すと共に魚食性外来魚の侵入が低下の主要因で
あることを明らかにした（Matsuzaki and Kadoya 2015）。
さらに、国立環境研究所と地方環境研究所等との共同研
究の枠組み（「地方環境研究所等との共同研究（国立環
境研究所）」https://www.nies.go.jp/kenkyu/chikanken/、
2016年 2月 1日確認）を活用し自治体研究者らと新た
な調査を実施した（松崎ほか 2016）。
　河川については「河川水辺の国勢調査」や新たに収集
したデータを活用した優先保護区の選定を行い、現保護
区とのギャップが大きいことを示す（環境省 2016b）と
ともに、「河川水辺の国勢調査」に関する問題点と改善
すべき点を今後の学術研究への活用に向けて指摘した
（末吉ほか 2016）。また、生物多様性を減少させる駆動
因として、ダム湖や堰などの縦方向の分断化に加え、護
岸などの横方向の分断化が主因であることがわかった
（環境省 2016b）。
　ため池などの小規模止水域には、これまで大幅に失わ
れてきた氾濫原湿地の生物種が多く生息・生育している
（Takamura 2012）。そのため、淡水の生物多様性の保全上、
価値が高い水域になっている。ため池では既存の研究デ
ータがある兵庫県南部や東広島市のため池群を対象とし
た評価を実施した。兵庫県の調査から、生物多様性の減
少を引き起こす水質悪化、生息地改変そして侵入種の 3
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つの要因では、富栄養化の影響が最も大きいこと
（Kadoya et al. 2011）、また、ため池のブルーギルの分布
は、上流のダム湖からの連結性の有無と道路からの視認
性から予測可能であること（Kizuka et al. 2014）などが
示された。水生植物については現存植生が失われた後で
も土壌シードバンクから再生が可能な時間について検討
し（西廣ほか 2016）、東広島市ため池群で水生植物の絶
滅リスクの予測を実施した（環境省 2016b）。このほか
にも、淡水域のサブテーマでは、衛星画像を活用した淡
水域の植生判別手法の開発（Oyama et al. 2015）やアジ
アでの研究者ネットワークと淡水魚データベース（Kano 
et al. 2013）の構築とそれに基づいたメコン流域の生物
多様性評価も実施した。なお、環境省モニタリングサイ
ト 1000陸水域調査（湖沼・湿地）（環境省生物多様性セ
ンター、http://www.biodic.go.jp/moni1000/lakes_new.html、
2016年 4月 22日確認）では、本研究プロジェクトで得
られた全国の湖沼と生物分布情報を活用して、より適切
な生物多様性モニタリングの実施に向け 2014年度から
の調査内容が大幅に改定された。
　2010年に出版された環境省「生物多様性総合評価報
告（Japan Biodiversity Outlook）」の陸水生態系の評価に
おいては、1）生態系の規模・質、2）河川・湖沼の連続
性、3）生息・生育する種の個体数・分布、の 3つの指
標について評価が行われた。これにより、過去 50年で
のわが国の陸水生態系への圧力の強さがはじめて示され
たものの、影響を受ける生き物の状況については、環境
省のレッドリストの結果や「河川水辺の国勢調査」から
外来種数の増加を示した程度に留まっていた。その改定
版である「生物多様性及び生態系サービスの総合評価報
告書（JBO2）」（環境省 2016a）での陸水生態系の評価で
は、今回のプロジェクトの中間段階での研究成果が大幅
に取り入れられた。淡水域に限らずこのような国の報告
書に研究プロジェクトの成果が多く取り入れられ、その

ことにより生物多様性の現状と保全の課題について、多
くの研究者と政策担当者の間で情報が共有されたこと
は、今後の保全の展開に向けて極めて意義深いといえる。

淡水域保全上の課題

　日本国土には 6154 km2の開水面がある（木塚ほか 
2016）。これは全国土の 1.66％に相当する。島ごとに水
域属性をみる（表 1）と、北海道と本州では、天然湖の
面積がおのおの 60％、41％と最も多いのに比べ、四国、
九州、沖縄では、天然湖はほとんどない。そのために全
体の開水面面積は低く抑えられており、河川・入江、ダ
ム湖、ため池などの小規模止水域の割合が北海道や本州
より大きい。湿地については、国土地理院が算出してい
る全国の湿地総面積は 821 km2で、その 86％が北海道に、
12％が本州にある（「都道府県別の湿地面積の変化（国
土交通省国土地理院）」http://www.gsi.go.jp/kankyochiri/
list_4.html、2016年 4月 22日確認）（表 1）。一方、環境
庁第 5回自然環境保全基礎調査（1995年度）で扱われ
た湿地（干潟、マングローブ、人工湿地等を含む）から、
高層湿原、中間湿原、低層湿原、湧水湿地、塩性湿地だ
けを抽出すると、その総面積 708.9 km2で、その 88％が
北海道、11％が本州にある（鈴木透 算出）。このように、
日本の河川、湖沼、湿地、ため池等、淡水域の分布は島
により大きな偏りがある。おのおのの水域には、その環
境に適応した異なった生物種が生息・生育するため、島
ごとの淡水生物種の分布特性も、水域の分布特性の影響
を受けると考えられる。
　JBO2では第 II章第 1節に「陸域及び内陸水域の約
20.3％が保護地域に指定されている」とあり、日本全土
の内陸水の保護区は十分であるとの認識が示されてい
る。表 2は、日本の淡水域の属性別にみた保護区と非保
護区の面積ならびにその比率を示す。保護区は、生物多

表 1．本州、四国、九州、北海道、沖縄における淡水域の属性別分布面積（km2）。属性分類の根拠は 1、2、3に拠る。
地域 河川・入り江 1 天然湖 1 ダム湖 1 小規模止水域 1 強度管理池 1 湿地 2 湿地 3

本州 1507 1706 551 400 40 78 101
四国 137 0 51 40 2 1 0
九州 312 16 77 74 7 5 4
北海道 302 733 131 44 3 626 709
沖縄 10 1 8 4 0 0 7
全国 2267 2456 819 561 52 709 821

1 木塚ほか（2016）
2 環境庁第 5回自然環境保全基礎調査から高層湿原、中間湿原、低層湿原、湧水湿地、塩性湿地だけを抽出（鈴木透　算出）
3 「都道府県別の湿地面積の変化（国土交通省国土地理院）」http://www.gsi.go.jp/kankyochiri/list_4.html、2016年 4月 22日確認
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様性センターが公表している地図（「生物多様性評価地
図一覧 17保護地域の指定状況（環境省）」http://www.
biodic.go.jp/biodiversity/activity/policy/map/map17/index.
html、2016年 4月 22日確認）を用いた。これによると、
面積でみて日本国土の総開水面の 42％、そして湿地（高
層湿原、中間湿原、低層湿原、湧水湿地、塩性湿地）の
33％は保護区にある。しかし、保護区とされる開水面の
多くは天然湖（86％）で、河川・入り江や小規模止水域
では、おのおの 8％、7％に留まっている。天然湖や湿
地では、琵琶湖や釧路湿原のような大面積を持つフィー
ルドが保護面積の比率に大きく寄与している。
　一方、我々のプロジェクトで実施した保全優先区の選
定ならびに既存の保護区とのギャップ分析の結果では、
琵琶湖を除いて選定された 44の湖沼のうち、26が国立
公園、ラムサール条約登録湿地、もしくは天然記念物指
定などの既存の保護区に位置していた（山ノ内ほか 
2016）。これに対し、選定された 28箇所の保全優先湿地
のうち、厳格に保護されている自然公園の特別保護地区
に指定されている湿地は 4箇所のみで、ラムサール条約
登録湿地が10箇所（うち特別保護地区との重複が3箇所）
のみであった（鈴木ほか 2016）。また、全国の河川では、
選ばれた地点の約 1/3が保護区に位置するに留まった
（赤坂卓美 私信）。このように河川や湿地では既存の保
護区とのギャップが大きかった。
　日本の淡水域では、保護区全体の面積は愛知目標の
17％を上回っているが、河川や小規模止水域に限ると、
その面積は目標値を大きく下回っている。その上、河川
や湿地では優先的に保護すべき場所と既存の保護区との
ギャップが大きいことが明らかになった。そのため、特
に湿地や河川については本プロジェクトの成果に基づい
た保護区の再設定を行うこと、また、前節で述べたよう

におのおのの水域で生物多様性を減少させている駆動因
の影響を緩和することで、生物多様性の状況を大きく改
善することが可能である。一方で、保護区面積は極めて
大きいにもかかわらず、湖沼では淡水魚や水生植物につ
いて、2000年以前に比べ 2001年以降では顕著な種の減
少が認められた。この事実は、保護区であっても生物多
様性の減少を止めるための保全が適切になされていない
ことを示している。湖沼、湿地、ため池などは、集水域
の下流末端に位置することが多い。そのため、富栄養化
など、生物多様性を減少させる主要な駆動因が集水域の
土地利用に起因する場合には、湖沼、湿地、ため池だけ
を保護しても十分ではなく、集水域での規制等が必要と
なる。同様に、河川においても、下流域は上流の影響を
大きく受け、栄養塩や汚染物質のみならず侵略的外来種
の侵入にも極めて脆弱である。このように、淡水域の保
全は、集水域を単位として、陸域と一体化した保全戦略
の再構築が強く望まれる。
　淡水生態系は、すでにその劣化が著しいため、その保
全と回復に取り組むには、モニタリング、情報収集・整
備、評価、そしてそれを政策に繋げる一連の努力が、こ
の先長期的に継続される必要があるだろう。本研究プロ
ジェクトでは、そのプロセスにおいて、特に湖沼、湿地、
小規模止水域において、生物多様性を指標する生物情報
の不足が極めて深刻であることが判明した。また、2001
年以降、その情報がそれ以前に比べ減少していることも
明らかになった（Nishihiro et al. 2014；山ノ内ほか 
2016）。湿地ではこの 30年の間で時間的な変化を言及で
きるような情報は得られなかった（鈴木ほか 2016）。淡
水生態系は富栄養化により生態系の不可逆的な変化が起
こりやすい（高村 2009）。また、変化のスピードも速い
ため、長くとも 10年毎での現状評価が可能なモニタリ

表 2．日本の淡水域の属性別にみた保護区 *と非保護区の面積ならびにその比率。
（km2） 河川・入り江 1 天然湖 1 ダム湖 1 小規模止水域 1 強度管理池 1 総開水面 湿地 2

保護区 * 187 2113 272 41 2 2614 235
非保護区 2081 343 547 520 49 3541 474
合計 2268 2456 819 561 52 6155 709

（％） 河川・入り江 1 天然湖 1 ダム湖 1 小規模止水域 1 強度管理池 1 総開水面 湿地 2

保護区 * 8 86 33 7 4 42 33
非保護区 92 14 67 93 96 58 67
保護区 *については（「生物多様性評価地図一覧　17保護地域の指定状況（環境省）」、http://www.biodic.go.jp/biodiversity/activity/
policy/map/map17/index.html、2016年 4月 22日確認）のうち、開発行為や動植物の捕獲採取が許可制等により規制されている区域
と届出制の区域を合わせたポリゴンデータ（緑色＋黄色）を用いた。

1,2 淡水域の属性の算出は表 1と同じ
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ング体制の構築が望まれる。本研究プロジェクトでは、
日本の淡水域の生物多様性評価に向けての第一歩を踏み
出すことができた。この第一歩で構築した情報や知識を、
多くの関係者や次の世代の研究者とも継続的に共有し、
淡水域の保全政策に活用されるようにしていくための、
さらなる努力が必要である。
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